

































































1 刑法  
2 刑法施行法  















                                                                            
4 明治二十二年法律第三十四号  
5 通貨及証券模造取締法  
6 明治三十八年法律第六十六号  
7 印紙犯罪処罰法   
8 明治二十三年法律第百一号  
9 海底電信線保護万国聯合条約罰則  
10 刑事訴訟法  
11 普通治罪法陸軍治罪法海軍治罪法交渉ノ件処分法  
12 外国裁判所ノ嘱託ニ因ル共助法 
3 旧韓国法令に関する詳細は，한국법제연구원『조선총독부 법령사료(2):지배구조・입법』
(1996)24-28頁，한상범「한국법의 계보와 사상:일본법과 한국법」아・태공법연구（2000)
第8輯13頁を参照。 
















                                                                            
―」일감법학第28号（2013）46－49頁，최준혁「독일법이 한국에 미친 영향―한국형법의 




에 미친 영향과 현행 형법해석론의 문제점」형사법연구第20号(2003)110頁，조상제「한국
 형법개정의 역사와 전망」비교형사법연구第11巻第2号(2009)311頁，전지연「형법개정의 
역사와 전망」비교형사법연구第14号第2号（2012）119頁，차용석「한국형법 및 형법학의 







































































                         
8 米軍政法令第21号「Until further ordered，and except as previously repealed or abo
lished，all laws which were in force，regulations，orders，notices or other docume
nts issued by any former government of Korea having the force of law on 9 August 1
945 will continue in full force and effect until repealed by express order of the 



















                         













































































































































































































한인섭「형법제정에서 김병로의 기여」서울대학교 법학第55巻第4号（ 2014） 316頁。その
他にも，金炳魯に関する研究としては，김학준『가인 김병로 평전:민족주의적 법률가 정
치가의 생애』（ 1988），신동운「가인 김병로 선생과 법전편찬:형법과 형사소송법을 중
심으로」전북대학교 법학연구第25輯（ 2007） 9頁以下，신동운「가인 김병로 선생의 범죄

































































































                         
29 張承斗・前掲注(16)39－41頁。 
30 張承斗・前掲注(16)40頁。 
31 전지연・前掲注(5)123頁。  























                         






















                                                                            


























































































































































































































































































                         






























































































                         
53 現行日本刑法(旧韓国刑法)56条である。 
 36 
































































































                         
60 資格喪失と資格停止に関する規定について，立法過程における改正刑法仮案との関係を分




















                         
63 韓国の法学教育の歴史に関しては，김철수「서울대학교 법학전문대학원에 대한 검토:회
































                         











































































                                                                            
従来は特に関心をもたなかったが，最近になって説明される方が増えている」と述べられて
いる（손해목「객관적귀속론」형사법연구第1号〔1988〕68頁。同様の内容としては，정진

















                         
















84 大法院 1967年2月28日 67도45判決。 

























の因果関係を認めた(大法院 1990年5月22日 90도580判決）。 
 47 













































                         
























                         












































































                         
1 本編において刑法とは，特別な言及のない限り韓国刑法典をいう。 
2 原文では「怠慢」という用語が使われているが，文脈を考慮して「懈怠」の語を用いた。 
3 이보영「판례사인을 통해서 본 과실범의 체계적 구성――인식 있는 과실과 인식 없는 
과실을 중심으로――」호서대사회과학연구第30巻第1号（2011）81頁以下，윤종행「과실범

























































                         
7 윤종행・前掲注(3)77頁。 




















                         



























                         
12 大法院 1993年9月10日 92도1136判決。 




































































                         
19 조상제「형법상 과실의 개념과 체계적 정서」『법치국가와 형법』（1998）311頁。 



























                         
24 김성환「과실의 체계적 지위에 관한 일고찰」목원대법학연구第1巻（1993）215頁。 































































































                         
32 임웅・前掲注（26）520頁，조상제「과실범론의 체계적 재구성」형사정책연구第18巻第3
号（2007）52頁，정성근/정준섭・前掲注（30）340頁，윤종행・前掲注（3）90頁。 
33 김일수・前掲注（20）54頁，이보영・前掲注(3)86頁。 
34 김일수・前掲注（20）54頁，김성환・前掲注（24）271頁。  
35 김성돈『형법총론〔第4訂版〕』（2015）491頁。 






















                         
37 배종대・前掲注（18）656頁。 
38 신동운・前掲注（14）235頁。 






















                         
41 이용식・前掲注（39）234頁。 




















                         
44 김일수・前掲注（20）51頁以下，윤종행・前掲注（3）81頁，김성환「과실의 체계적 지
위에 관한 일고찰」『형사법학의 현대적 과제』（1993）158頁，안경옥「과실범의 체계와 



















                                                                            
평』（2006）171頁。 
48  김성돈「과실개념에서 주의의무위반과 예견가능성」형사정책연구第6巻第4号（ 1995）
179頁，김성환・前掲注（44）158頁。 
49 김일수・前掲注（20）51頁以下。 




















































                         
57 조상제・前掲注（19）329頁。 
58 조상제・前掲注（32）58頁，정혜욱・前掲注（42）214頁。 


















































                         
64 김일수・前掲注（20）62頁。 








































































































パ ク ・ サ ン ギ
)は，「不安感説」という表現を使い，「新過失理論が
                         
71 윤종행・前掲注（3）90頁。 




















                         








































                                                                            
られる（김종원・前掲注（25）655頁以下を参照）。 
















































































원訳)「행위의 목적적 구조」사법행정第12巻4号（1971）39－42頁，김종원「과실범의 구
조」서울대학교 법학第17巻1号（1976）123頁以下。 























95  심재우「사회적 행위론」법조（ 1975・ 7） 87頁以下，심재우「형법학에 있어서 목적적 
행위론과 사회적 행위론」저스티스第13巻1号（ 1975） 107頁以下，심재우「형법체계에 있
어서 과실범의 구조」고려대 법학행정논집第18輯（1980）59頁以下，심재우「목적적 행위
론의 과실범체계에 관한 비판」고시연구第8輯4号（1981）87頁以下などを参照。 










































































                         
106 大法院1984年2月28日 83도3007判決。 
107 大法院1983年12月13日 83도2467判決。 























                         
110 김성진「과실범에 있어서 객관적 주의의무의 제한원리」중앙법학第10輯第1号（2008）






















                         


























                         
114 大法院1995年12月26日 95도715判決。 




















                         




















































125 大法院 2001年6月1日 99도5086判決。 

























133 大法院 2008年8月11日 2008도3090判決。同様の判決として，大法院 2006年10月26日 200
4도486判決，大法院 2003年1月10日 2001도3292判決，大法院 1999年12月10日 99도3711判





















                         


























                         
139 少数説は，過失の体系的構成により見解が分かれている。詳細に関しては，本編第2章第4
節の過失の体系的地位に関する学説の変遷での「その他『客観的過失無用論』)を参照。 






































































                         
147 大法院 2008年8月11日 2008도3090判決。同様の判決としては，大法院 2003年1月10日 20
01도3292判決，大法院 1999年12月10日 99도3711判決，大法院 1997年10月10日 97도1678判
決，大法院 1996年11月8日 95도2710判決等がある。 
148 大法院 2006年10月26日 2004도486判決。 
149 大法院 1995年12月26日 95도715判決。 


























156 大法院 1867年7月8日 86도1048判決。 
157 大法院 2000年9月5日 2000도2671判決。 
158 大法院 1995年12月26日 95도715判決。 



































































































                         
170 이재상/장영민/강동범・前掲注（59）188頁。 









































































                         
179 大法院 2007年9月20日 2006도294判決。 
180 안동준・前掲注(117)271頁。 
181 이재상/장영민/강동범・前掲注(59)196頁。 
























                         






















                         
185 裁判所は，Ａを「行為の客体」，その他の者を「行為の主体」と分けて考察していると考
えられる。すなわちその他の者の生活領域における正常人による判断が，判断の基準となる。 









































































                         
188 大法院1994年8月26日 94도1291判決。 























                         

























































































                         
197 樋口亮介「注意義務の内容確定基準: 比例原則に基づく義務内容の確定」刑事法ジャーナ
ル39号（2014）48頁。 





















                         
200 山口厚「予見可能性の意義(3)」刑法判例百選1総論〔第7版〕（2014）109頁。 



























                         
206 임웅・前掲注（26）525頁。 

















































                         



































































































                         
218 大塚裕史「予見可能性の判断構造と管理・監督過失」刑法雑誌39巻3号(1997)369頁を参照。 





















                         
220 大塚・前掲注（218）370頁を参照。 
221 特に，松宮・前掲注（145）237頁以下，大塚・前掲注（218）369頁以下を参照。 






















                         
223 이동명「감독과실의 본질과 형사책임」법학연구第55輯(2014)271頁以下。 
























                         















































                         
























                         
231 大丘地方法院2006年2月17日 2005고합29，30，35，36(병합)判決。  
232 韓国の判例はこの事案について信頼の原則を適用した。 
233 大法院1986年8月19日 86도1123判決。 













































                         
237 김성돈・前掲注（35）505頁，신동운・前掲注（14）245頁。 




240 大法院 2012年3月15日 2011도17117判決。 























                         























                         
243 大法院1990年12月11日 90도694判決。 























                         




















































                         






















                         
249 大法院2004年3月26日 2003도6570判決。 




















































                         
256 古川伸彦｢業務上過失・自動車運転過失の加重根拠｣『西田典之先生献呈論文集』(2017)11
5頁。 
257 정승환｢독일의 형법 및 형법학과 한국의 형법이론｣형사법연구第28巻第4号(2016)56頁。 






















                         
259 大法院1961年3月22日 4294형상5判決。 
260 大法院1985年6月11日 84도2527判決。 




















                         
262  大法院2009年5月28日 2009도1040判決，大法院2007年5月31日 2006도3493判決，大法院
2002年5月31日 2002도1342判決，大法院1988年10月11日 88도1273判決など。 














































































                         














































                         
278 김일수/서보학・前掲注（140）319頁。 
279 大法院1980年10月14日 79도305判決。 
280 大法院1993年7月27日 93도135判決。 
























                         


































































































































































































                         
302 임웅・前掲注（26）537頁，이재상/장영민/강동범・前掲注（59）192頁。 
303 大法院1971年5月21日 71도623判決。 




















                         
305 大法院1982年4月13日 81도2720判決。 
306 大法院1984年2月14日 83도3086判決，大法院1995年7月11日 95도382判決。 
307大法院1977年3月8日 77도409判決，大法院1984年4月24日 84도185判決，大法院1992年8月
18日 92도934判決。 




















                         
309 大法院1984年9月25日 84도1695判決。 
310 大法院1977年9月28日 77도2559判決。 
311 大法院1983年2月8日 82도2617判決。 
312 大法院1981年3月24日 80도3305判決。 
313 大法院1989年3月28日 88도1484判決，大法院1996年10月15日 96도22525判決，大法院1998





















                         
314 大法院2000年9月5日 2000도2671判決。 














































































                         























                         
324 製造物の生産過程における信頼の原則に関しては，전지연「형법적 제조물책임에서 주의






































                         
326 천진호「분업적 의료영역에 있어 신뢰의 원칙의 적용」전남대학교법학논총第35輯第2号
（2015）90頁。 
























                         
329 이상돈・前掲注（121）155頁，김성돈・前掲注（35）501頁，정성근/정준섭・前掲注（30）
350頁，김기영「수평적 의료분업과 의료기관 간의 신뢰의 원칙과 한계:대법원2011.7.14 























                         






















































                         
335 大法院 2009年12月24日 2005도8980判決。 























                         
337 大法院 1990年5月22日 90도579判決。 















































                         
339 大法院 2007年2月22日 2005도9229判決。 





















                         
341 井田・前掲注（160）212頁を参照。 
342 大法院1984年4月10日 84도79判決。 
343 김일수/서보학・前掲注（140）329頁。 





















                         
345 大法院1984年5月29日 84도483判決。 
346 大法院 1970年2月24日 70도176判決。 
























                         
349 大法院 2000年9月5日 2000도2671判決。 






















                         
351 松宮・前掲注（82）225頁。 























                         
354 김성돈・前掲注（35）505頁。 























                         
356 船山泰範「北大電気メス事件」別冊ジュリスト183号(2006)186頁。 
357 천진호・前掲注（326）90頁。 























                         























                         























                         
362 曽根・前掲注（15）358頁。 
363 정성근/정준섭・前掲注（30）350頁，이동명・前掲注（223）279頁。 























                         
365 深町晋也「注意義務の存否･内容(1)」刑法判例百選Ⅰ総論〔第7版〕(2014)110頁。 























                         






















                         






















                         

















































                                                                            
流れていたにもかかわらず，無理にタグボートを運航した結果，無動力浮船に積載された鉄
骨構造物が海上に墜落して海上の船舶交通を妨害したというのである。この事案について，







































































                         















































                         
5 신동운｢판례스터디(9)과실범의 공동정범 부정례｣고시연구第22巻4号（1995.4）150頁。 








































































                         






















                         
10 大法院 1962年3月29日 4294형상598判決。 
































13 이승호「과실범의 공동정범에 관한 판례의 검토와 학설의 정립」형사법연구第23巻2号
（2011）157頁。 





















                         
15 이승호・前掲注（13）157-158頁。 










































































                         






















                         






















































































































































































































































































































































































                         
















































































































































                         
37 釜山地方法院 1983年9月13日 93고합426判決。 
38 しかし，「産業安全保健法」違反については，有罪とした。 





































































































































 6 （前）Ｓ区役所住宅 〔否定処事後収賄〕 
















































17 Ｗ建設 建築就任 
〔業務上過失致死傷〕 
・施工上の過失 
18 Ｗ建設 建築技師 
〔業務上過失致死傷〕 
・施工上の過失 
19 Ｗ建設 鉄筋班長 
〔業務上過失致死傷〕 
・施工上の過失 









































                         


























































































47 施工部分に関する判例は，ソウル地方法院 1995年4月20日 94고단8478（第1審），ソウル














































                                                                            
ソウル地方法院 1995年4月20日 94고단8274判決（第1審），ソウル地方法院 1997年6月11日

































































































































































                         






































































53 大法院 1985年12月10日 85도1892判決。 
 236 
第５節 尚州市コンサート圧死事故 























































































































































                         
56 大丘地方法院 2006年2月17日 2005고합29，30，35，36（병합）判決。 






























































































                         


























































































































































































63 이수진，최석윤｢세월호 사고에 대한 형사재판의 쟁점」비교형사법연구第17巻1号（2015）
231-234頁。 



























                         




































































































11 株式会社Ｐ建設 〔建築法違反〕 
12 Ｄ株式会社 〔建設産業法違反〕 



















                         


























































                         





































































































































































5 有限会社Ｏ 〔表示・広告の公正化に関する法律違反〕 




















































































                         
73 ソウル中央地法 2017年1月6日 2016고합527，575（병합）,683（분리）（병합）,1076-1
（분리）（병합）判決。 




































































                         





















































































































































































































                         
90 下刑集7巻5号855頁，判例時報436号64頁。 
 279 



























































































































































































































































































































































































































                         






















                         
107 神戸地判平成16・12・17 刑集64巻4号501頁。 
108 大阪高判平成19・4・6 刑集64巻4号623頁。 

























































































































































































































































































































































































































                         






















                         
























                         
3 이재상「과실범의 공동정범」형사법연구14巻（2000）223-224頁。 


















































                         
7 박상기「우리나라 학설과 판례에 나타나는 공동정범의 유형과 문제점」형사법연구第13
巻10号（2000）5-6頁。 


























14 大法院 1999年9月17日 99도2889判決。 
15 大法院 1962年3月29日 4294형상598判決，大法院 1979年8月21日 79도1249判決，大法院 1














                         
16 最も初期におけるその主張は，Claus Roxin, Täterschaft und Tatherrschaft, 1963, S.
 275 ff.に見られる（なお，本書は，2015年にその第９版が出版されている）。ロクシンの
機能的（犯行）行為支配に関する韓国における詳細な紹介については，문채규「과실범의 
공동정범에 대한 논증도구로서의 기능적 범행지배표지」『법치국가와형법』（1998）346
頁以下を参照。 
17 문채규・前掲注（16）171頁。 





































































                         
23 이정원「과실범에서의 정범과 공범――과실범의 범죄구조를 중심으로――」『현대사회
에서 과실범이론의 역할과 과제〔한국형사법학회 하계학술회의 자료〕』（2001）24-28頁。 































                         
27 오재환「과실범의 공동정범」조선대사회과학연구8輯（1985）39頁。 
28 황산덕『형법총론〔第６訂版〕』（1974）272-273頁。 
29 진계호『형법총론』（1980）355頁。 
30 이보영「과실의 공동정범의 이론」형사법연구第4号（1991）99頁以下，전지연「과실범
의 공동정범」형사법연구第13号（2000）27頁以下，허일태「과실범의 공동정범에 대한 판
례의 변천」『형사판례의 연구Ⅰ』（2003）613頁以下，배종대「사법개혁과 판례개혁――
결과적 가중범의 공동정범의 경우를 예로하여――」고려법학第47号（2006）7-19頁などを
参照。 
31 他方，共同正犯からのアプローチではなく，過失犯論からのアプローチで過失犯の共同正


























35 전지연・前掲注（30）39-40頁，허일태「과실범의 공동정범에 대한 대법원판례」동아법
학第25号（1999）188頁。一方，否定説論者の中で，刑法第30条が必ずしも故意犯に限るこ




















                         
37 전지연・前掲注（30）40頁，신동운｢판례스터디（9）과실범의 공동정범 부정례｣『고시
연구』第22巻4号（1995・4）151頁以下。 
38 허일태・前掲注（35）188頁。 
39 이재상・前掲注（3）224頁，이용식「과실범의 공동정범」형사판례연구7（1999）89頁。 
40 전지연・前掲注（30）40頁。 
41 同様の見解として，이재상・前掲注（3）224頁。 


















































































                         




























































                         
58 심재우・前掲注（33）116頁以下。  




















































                         
64 안성조・前掲注（42）606頁。 




















































イ ・ス ン ホ
は71，過失犯の共同正犯について，故意犯の共同正犯の成立要件に準じ
                         
69 이재상（李在祥










































































































































































































                         

























































                         





















                         






























































































































103 牧野英一『日本刑法 上巻 総論』（1937）460頁，木村亀二『刑法（総論）』（1962）3
42頁。 






















                         
107 曽根威彦『刑法原論』（2016）587頁。 
108 最高裁昭和28・1・23 刑集7巻1号30頁（メタノール事件）。 
109 秋田地裁昭和40・3・31 下刑集7巻3号536頁。 
























                         



















































































































































































                         
139 大法院1956年12月21日 4289刑上276判決（太信号事件）。 
140 허일태・前掲注（35）186頁。 

























































































































































































































































































































































184 本判決に関する詳細は，Walter Perron，조병선（訳）「1990년7월6일 독일연방최고법원
























189 大法院 1962年3月29日 4294형상598判決。 





































































































































































































































































                         
















































                         
3 韓国刑法第19条【独立行為の競合】「同時又は異時の独立行為が競合した場合に，その結
果発生の原因となった行為が判明されていないときには，各行為を未遂として処罰する。」 
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